
第2節 農業の構造改革の推進

担い手の減少、高齢化が進行する中、我が国農業を持続可能なものにするためには、農
地利用の最適化や担い手の育成・確保等を推進し、効率的で生産性の高い農業経営に取り
組んでいく必要があります。このような農業の構造改革について、近年では、農地の集
積・集約化 1を通じた規模拡大や経営の法人化等の動きが見られます。

（１）農地中間管理機構の活用等による農地の集積・集約化

（農地面積は緩やかに減少、荒廃農地面積は横ばい）
令和元（2019）年における我が国の農地面積は、荒廃農地 2からの再生等による増加が
あったものの、耕地の荒廃、宅地等への転用、自然災害等による減少を受け、前年に比べ
て２万３千ha減少の440万haとなりました（図表2-2-1）。作付（栽培）延べ面積も減少
傾向が続いており、この結果、平成30（2018）年の耕地利用率は91.6％となっていま
す。
また、荒廃農地の面積は、前年と同水準の28万haとなりました。このうち、再生利用

が可能なもの（遊休農地 3）は９万２千ha、再生利用が困難と見込まれるものは18万８千
haとなっています。このような傾向の中、国内の農業生産に必要な農地を確保するため
には、地域における積極的な話合いを通じ、農地を担い手に集積・集約化すること等で荒
廃農地の発生を未然に防ぐこと等が重要です。

	 図表2-2-1	 農地面積、作付（栽培）延べ面積、耕地利用率
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資料：農林水産省「耕地及び作付面積統計」 
注：耕地利用率（％）＝作付（栽培）延べ面積÷耕地面積×100 

（担い手への農地集積率は年々上昇）
より効率的な農業経営を進めていくためにも、担い手への農地の集積・集約化を進める
必要があります。
平成26（2014）年に発足した農地中間管理機構（以下「農地バンク」という。）は、

1 ～ 3	 用語の解説３（1）を参照
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地域内に分散・錯
さく
綜
そう
する農地を借り受け、

条件整備等を行い、再配分して担い手への
集約化を実現する、農地中間管理事業を
行っています。
農地バンクの活用により、実際に、地域
の話合いを通じて農地の再配分を行い、分
散錯

さく
圃
ほ
1が解消された地区や、担い手が不

足していたため、地域関係者との連携の下
に県外から企業を誘致した地区等、全国で
様々な優良な事例が見られるようになって
います（図表2-2-2）。
このような取組の結果、近年、担い手へ
の農地集積率は年々上昇しており、平成
30（2018）年度末時点で56.2％になりま
した（図表2-2-3）。これを地域別に見る
と、農業経営体 2の多くが担い手である北
海道では集積率が９割を超えるほか、水田率や基盤整備率が高く、集落営農 3の取組が盛
んである東北、北陸では集積率が高い傾向にあります。一方で、大都市圏を抱える地域
（関東、東海、近畿）や中山間地を多く抱える地域（近畿、中国四国）の集積率は総じて
低い傾向にあります（図表2-2-4）。

	 図表2-2-3	 担い手への農地集積率
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資料：農林水産省作成
注：１） 農地バンク以外によるものを含む。 

２） 各年度末時点 

1	 農業者が利用する農地が互いに入り組んで分散している状態。一般的に作業効率に支障が生じやすい。
2	 用語の解説1、２（1）を参照
3	 用語の解説３（1）を参照

	 図表2-2-2	 農地バンクを活用して分散錯圃を解
消した事例
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資料：農林水産省作成
注：新潟県長岡市の事例
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	 図表2-2-4	 地域別の担い手への農地集積率（平成30（2018）年度）

資料：農林水産省作成
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（経営耕地面積が10ha以上の層の面積シェアは年々増加）
このような取組によって、経営耕地面積が10ha以上の層の面積シェアは年々増加し、
平成31（2019）年には53.3％となっています（図表2-2-5）。また、意欲ある担い手がそ
の活動領域を継続的に拡大している動きもあり、平成31（2019）年では複数の市町村で
農地を利用する農地所有適格法人は2,243法人に上っています。

	 図表2-2-5	 経営耕地面積規模別カバー率（構成比）
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資料：農林水産省「農業構造動態調査」、「2015年農林業センサス」 
注：各年２月時点 

（農地集積・集約化の加速のため農地中間管理機構法を見直し）
担い手への農地の利用集積率については、令和５（2023）年度までに８割に引き上げ
る目標が設定されており、今後はその達成に向け、取組を一層加速させていく必要があり
ます。
このような中、農地中間管理事業の根拠法である「農地中間管理事業の推進に関する法
律」が施行から５年を迎えたため、この間に明らかになった課題も踏まえて更に事業を加
速化させるべく、「人・農地プラン」の実質化、手続きの簡素化と支援体制の一体化を内
容とする「農地中間管理事業の推進に関する法律等の一部を改正する法律」（以下「改正
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農地バンク法」という。）が令和元（2019）年５月に公布されました。

（「人・農地プラン」の実質化へ向けた取組）
これまで、地域の農業・農地の維持・発展に必要なほ場整備や機械・施設の導入、共同
活動等の取組は、各地域の話合いによりその方針が決められてきました。
「人・農地プラン」は、農業者の話合いを基に、地域農業における中心経営体、地域に
おける農業の将来の在り方等を明確化する地域農業の将来の設計図として取りまとめるも
のです。「人・農地プラン」の作成は、平成24（2012）年度から全国で開始され、平成
30（2018）年度末時点で、1,583市町村の1万5,444の地域で作成されています。この
中には、地域の徹底した話合いに基づいて作成されているものがある一方、地域の話合い
に基づくとは言い難いものもあります。
そこで、今回の改正農地バンク法の公布に伴い、農林水産省では、担い手への農地の集
積・集約化を加速させる観点から、農業者、市町村、農協、農業委員会、土地改良区等の
関係者が徹底した話合いを行い、５年後から10年後の農地利用を担う経営体の在り方を
決定するという取組を令和２（2020）年度末までに全国で集中的に推進することとして
います。また、このような「人・農地プラン」の実質化に際しては、農業者の年齢や後継
者の有無等をアンケートで確認し、これを地図化するなどにより、５年後から10年後に
後継者がいない農地を「見える化」することが重要です。
このため、今般の改正農地バンク法では、「人・農地プラン」の実質化の取組に当たっ
ては、市町村が農地に関する地図を活用して、農業者の年齢別構成や後継者確保の状況等
の情報を提供するよう努めることとされたほか、農業委員会による農地に関する情報提供
や農業委員・農地利用最適化推進委員の農業者等による協議への出席等の協力を行うこと
が明確化されました。
また、市町村、農業委員会、農協、土地改良区等のコーディネーター役を担う組織と農
地バンクとが一体となって推進する体制を構築することとしています。

（農地集積・集約化の手続の簡素化と支援体制の一体化）
また、改正農地バンク法では、担い手への農地の集積・集約化を加速する観点から、農
地バンクによる農地の借入れ・転貸の手続を更に簡素化するため、これまで市町村の集積
計画と農地バンクの配分計画の２つの計画が必要であったところ、従来の方式に加えて、
市町村の集積計画のみで一括して権利設定を可能とする仕組みが新たに創設されました
（図表2-2-6）。
また、農地の集積・集約化を支援する体制の一体化を図る観点から、農協等が担う農地
利用集積円滑化事業を農地中間管理事業に統合一体化することとされました。
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	 図表2-2-6	 集積計画による一括処理のイメージ
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滋賀県彦
ひこ
根
ね
市
し
南
みなみ
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ちょう
地区では、地区内外の担い手

や小規模農家同士が利用調整を行う機会がなく、農地が分
散していました。
このため、市は、地区内の担い手間で農地の交換が行わ
れることを契機に、「人・農地プラン」を見直し、分散錯
圃を解消することを提案しました。この結果、主要耕作者
を中心とした農地集積推進委員会が設置され、農地バンクを活用した集約化に取り組むこと
になりました。
市は、現況の耕作地図と、今後の農地の集約化案を作成した上、農業委員会・農地バンク
の現地駐在員と連携して話合いを進めました。集約過程では、担い手間の農地交換を促した
ほか、希望農地等の条件を調整しながら、集約化案を計21回作成し、地区内外の耕作者で
の徹底的な話合いを行いました。また、地権者に対しては、農地バンク・市・推進委員会等
が説明を実施することで、合意を取り付けました。
このような「人・農地プラン」の見直しを通じて、南三ツ谷町地区では担い手への集積率
を97％にまで上昇させることができました。

三重県大
阪
府

京都府

奈
良
県

滋賀県

彦根市

「人・農地プラン」の見直しを通じ分散錯圃を解消（滋賀県）事例

（余白）白
書
掲
載
完
成
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担い手Ａ（個人）

担い手Ｂ（個人）

担い手Ｃ（個人）

担い手Ｄ（法人）

担い手Ｅ（法人）

担い手Ｆ（法人）

担い手Ｇ（法人）

担い手Ｈ（法人）

活用前 活用後

分散錯圃の解消
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（２）担い手の動向と人材力の強化

ア　担い手の動向
（法人経営体数は増加傾向）
平成31（2019）年における基幹的農業従事者 1数は、前年に比べ3.2％減少の140万４

千人となり、平均年齢は67歳となりました。また、農業経営体数は、前年に比べ2.6％
減少の118万９千経営体となりました（図表2-2-7）。一方、組織経営体 2数は３万６千経
営体と前年に比べ1.4％増加しており、このうち法人経営体数 3は２万３千経営体と前年に
比べ3.1％の増加となりました。
農業経営体数が一貫して減少していく中、法人経営体は従業員を集めやすい、経営継続
がしやすいなどの利点があることから、年々増加しています。農業経営の法人化に関して
は、都道府県段階に設置した農業経営相談所において専門家派遣等による相談対応が実施
されています。

	 図表2-2-7	 農業経営体数と組織経営体数
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資料：農林水産省「農業構造動態調査」、「2015年農林業センサス」 
注：１）各年２月時点 

２）法人経営体数については、農産物の生産を行う法人組織経営体であり、一戸一法人は含まない数 

（農業経営体数） （組織経営体数）

（認定農業者数は横ばいで推移）
認定農業者 4制度は、農業者が作成した経営発展に向けた計画（農業経営改善計画）を
市町村が認定するもので、認定を受けた農業者（認定農業者）には、計画の実現に向け、
農地の集積・集約化や経営所得安定対策、低利融資等の支援措置が講じられています。
農業経営改善計画の認定数は、平成31（2019）年３月末時点で23万９千となってお
り、近年はほぼ横ばいで推移しています（図表2-2-8）。ただし、認定された農業経営改善
計画のうち法人のものは一貫して増加しており、平成31（2019）年３月末では前年度に
比べて６％増加の２万５千経営体となりました。
認定農業者の年齢構成 5は、29歳以下が1％、30歳代が６％、40歳代が14％、50歳

代が24％、60から64歳が18％、65歳以上が37％となっており、60歳以上が全体の
55％を占めています。

1	 用語の解説1、２（４）を参照
2	 用語の解説1、２（1）を参照
3	 農産物の生産を行う法人組織経営体であり、一戸一法人は含まない数
4	 用語の解説３（1）を参照
5	 法人と共同申請によるものを除く。
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	 図表2-2-8	 認定された農業経営改善計画の推移

1.41.4

資料：農林水産省作成 
注：特定農業法人で認定農業者とみなされている法人を含む。 
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（国・都道府県が農業経営改善計画を認定する仕組みの導入）
近年、都道府県の区域や市町村の区域を越えて農業経営を行う農地所有適格法人が過去
５年間で６割増加しているなど、営農活動の広域化が進展しています。これを踏まえ、令
和２（2020）年４月に改正される農業経営基盤強化促進法により、担い手の営農範囲に
応じ、国又は都道府県が農業経営改善計画を認定する仕組みが新たに設けられることとな
りました。

（集落営農組織の新しい動き）
集落営農は、農作業の共同化や機械の共同利用を通じて経営の効率化を目指す取組で、
個人の担い手が少ない地域において、農地等の受け皿として農業生産を担ってきました。
近年、後継者の確保や農産物のブランド化等の観点から、年々、集落営農組織の法人化
が進展しており、令和２(2020)年２月時点で5,458法人となっています（図表2-2-9）。
また、その組織形態は、農事組合法人が87.7％、株式会社が10.9％、合名会社・合資会
社・合同会社が0.8％等となっており、いずれの組織形態も増加しています（図表2-2-
10）。
一方で、依然として３分の２は法人化されておらず、オペレーター不足等のために、解
散する集落営農組織も見られます。
このような中、集落営農組織についての現状を打破すべく、様々な新しい動きが見られ
るようになってきました。例えば、複数の集落営農が共同して法人を設立するといった取
組や、経営の経験が豊かな担い手を外部から招致するといった動きがあります。
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	 図表2-2-9	 集落営農組織数

資料：農林水産省「集落営農実態調査」
注：１）各年２月１日時点

２）東日本大震災の影響で営農活動を休止している宮城県と
福島県の集落営農については調査結果に含まない。
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	図表2-2-10	 形態別集落営農組織数（法人）
（単位：組織）

合計 農事組
合法人

株式
会社

合名・合
資・合同

会社
その他

平成27年
（2015）

3,622 3,147 446 21 ８
（86.9%） （12.3%） （0.6%） （0.2%）

28
（2016）

4,217 3,703 470 27 17
（87.8%） （11.1%） （0.6%） （0.4%）

29
（2017）

4,693 4,141 501 35 16
（88.2%） （10.7%） （0.7%） （0.3%）

30
（2018）

5,106 4,499 545 39 23
（88.1%） （10.7%） （0.8%） （0.5%）

31
（2019）

5,301 4,665 569 41 26
（88.0%） （10.7%） （0.8%） （0.5%）

令和２
（2020）

5,458 4,788 597 43 30
（87.7%） （10.9%） （0.8%） （0.5%）

資料：農林水産省「集落営農実態調査」
注：1）各年２月1日時点

２）東日本大震災の影響で営農活動を休止している宮城県と
福島県の集落営農については調査結果に含まない。

（新規就農者数は前年並、49歳以下は減少傾向）
平成30（2018）年の新規就農者 1は前年並（0.3％増加）の５万６千人となっており、

その多くが自家農業に就農する新規自営農業就農者 2となっています（図表2-2-11）。一方
で、農業法人等に雇われる形で就農する新規雇用就農者 3は、平成27（2015）年以降、
1万人前後で推移しており、平成30（2018）年は9,820人となりました。この新規雇用
就農者は49歳以下が全体の71.9％を占めており、また、非農家出身者も81.9％に上って
います。
また、将来の担い手と期待される49歳以下の新規就農者は、他産業との人材獲得競争
が激化する中で、平成30（2018）年は1万９千人であり、近年は減少傾向となっていま
す。

	図表2-2-11	 新規就農者数
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資料：農林水産省「新規就農者調査」
注： 平成26（2014）年調査より、新規参入者については、従来の「経営の責任者」に加え、新たに「共同経営者」を含めた。

（全体の新規就農者数） （49歳以下の新規就農者数）

1 ～ 3	 用語の解説２（５）を参照
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（青年就農者に対する支援）
農林水産省では、青年の新規就農を促進するため、平成24（2012）年度から就農準備
段階（準備型、最大150万円を最長２年間）や経営開始時（経営開始型、最大150万円
を最長５年間）を支援する資金を交付する農業次世代人材投資事業を実施しています。平
成30（2018）年度の交付実績は、準備型で2,176人、経営開始型で11,498人となりま
した。
令和元（2019）年度は、これまで原則44歳以下だった交付要件を49歳以下に拡大し、
中山間地域等での担い手不足解消に向けて、活用を促進しています。
その他にも、認定新規就農者には、農業経営の開始に必要な機械や施設を取得する際の
資金を無利子で借入れできる青年等就農資金等の支援策が用意されており、これらを活用
して新規就農者が大規模生産に取り組む事例も見られるようになってきています。

（地域における新規就農受入体制の構築）
新規就農者が就農地を選択した理由を見ると、「取得できる農地があった」が最も多く
回答されている一方、「就業先・研修先があった」「行政等の受入れ・支援対策が整ってい
た」という、研修や就農支援体制も重視されていることが分かります（図表2-2-12）。
近年、市町村や農協、農地バンク等地域の関係機関が連携して、就農相談や短期農業体
験、実践研修、農地や住宅の斡旋、就農後の農業技術向上や販路確保の支援等によって、
新規就農者を地域全体で支援する取組が広がりつつあり、新規就農者の経営発展や地域へ
の定着に効果が見られるところです。
農林水産省は、今後も地域の新規就農受入体制を調査・分析し、受入体制の構築を進め
るとともに、就農希望者が情報を容易に入手することができるようWebサイト等の充実
を行っていくこととしています。

	図表2-2-12	 新規参入者の就農地の選択理由

資料：一般社団法人全国農業会議所全国新規就農相談センター「新規就農者の就農実態に関する調査結果」（平成29（2017）年３月）を基に
農林水産省作成

注：就農してからおおむね10年以内の新規参入者を対象に行ったアンケート調査（有効回答者数2,370人）
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行政等の受入れ・支援対策が整っていた
就業先・研修先があった
取得できる農地があった
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農林水産業は、国民への食料の安定供給や国土・生物の保全等重要な役割を担っており、
国の基

もとい
を成すものですが、我が国の農林水産業は担い手の高齢化や減少が課題となっていま

す。
一方、近年、農業法人等での雇用が拡大し、若手の新規就業者数が比較的高い水準で推移
するなど、明るい兆しも見られます。
しかしながら、これまで農林水産業とつながりのなかった皆さんが「農林水産業について
知りたい！始めたい！」と思っても、品目、規模、地域、本人のスキルなどによって、仕事
の選び方、始め方はさまざまであり、どこを見て、どこに相談したらよいか分かりにくい状
況でした。
そこで、農林水産省は、令和元（2019）年６月に、農業・林業・漁業、その加工・販売
に興味がある人や、これから始めたい人に向けた情報を発信するポータルWebサイト「あ
ふてらす　農林漁業はじめるサイト」を公開しました。「あふてらす」では、農林水産業と
の関わりがなかった皆さんへの一次産業の魅力
の紹介のほか、農林水産業に仕事として関わり
たい人のための全国各地の求人情報や就業支援
フェア等の開催情報、就業に当たっての支援制
度や関連する情報、生産品の６次産業化＊や付
加価値の向上に挑戦するための情報を掲載する
など、農林漁業を始めるための情報を「テラス」
のように集めたWebサイトとなっています。
＊用語の解説3（1）を参照

「あふてらす　農林漁業はじめるサイト」を公開コラム

（余白）白
書
掲
載
完
成
形

長野県飯
いい
田
だ
市
し
の清

し
水
みず
優
ゆう
一
いち
郎
ろう
さんは、地域食品の企画・製

造・販売会社で約10年勤めていましたが「生まれ育った
地域を守りたい」という強い思いにより、地元に戻って妻
の由
よし
枝
え
さんと夫婦での就農を決意しました。実家は農家で

したが親元就農ではなく、飯田市内の後継者のいない梨園
70aを借りて、平成24（2012）年に就農、経営を開始し
ました。
しかし、経営1年目は、主に中山間地域の農作業を請け
負うために設立した「農援隊」の作業受託面積は50aで、
農業所得もマイナスでした。
経営３・４年目では、地域行事や地域活動等に多く参加
して周囲からの信頼を得るとともに、青年就農給付金（現	
農業次世代人材投資事業）や経営体育成支援事業（現	強
い農業・担い手づくり総合支援交付金）を活用して農業用機械等をそろえました。その結果、
経営８年目現在、「農援隊」の作業受託面積は1ha（受託戸数50戸）、自身の経営面積は
265aまで拡大し農業所得も安定してきました。今後も地域に密着した農業を行い、代表的
な担い手となることが期待されます。

農業次世代人材投資事業等で機械をそろえ地域を代表する担い手へ（長野県）事例

山梨県

富山県

岐
阜
県
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群
馬
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飯田市

＜事例＞ 農業次世代人材投資事業で加工施設を整備（長野県）

長野県飯田市
い い だ し

の清
し

水
みず

優
ゆう

一
いち

郎
ろう

さんは、地域食品の企画・製造・販売

会社で約 年勤めていましたが「生まれ育った地域を守りたい」と

いう強い思いにより、地元に戻って妻の由
よし

枝
え

さんと夫婦での就農を

決意しました。実家は農家でしたが親元就農ではなく、飯田市内の

後継者のいない梨園 を借りて、平成 年に就農、経営を開始し
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身の経営面積は まで拡大し農業所得も安定してきました。今後

も地域に密着した農業を行い、代表的な担い手となることが期待さ

れます。
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農林水産業は、国民への食料の安定供給や国土・生物の保全等重要な役割を担っており、国の基
もとい

を成すものですが、日本の農林水産業は担い手の高齢化や減少が課題となっています。

一方、近年、農業法人等での雇用が拡大し、若手の新規就業者数が比較的高い水準で推移するな

ど、明るい兆しも見られます。

しかしながら、これまで農林水産業と繋がりのなかった皆さんが「農林水産業について知りた

い！始めたい！」と思っても、品目、規模、地域、本人のスキルなどによって、仕事の選び方、始

め方はさまざまであり、どこを見て、どこに相談したらよいか分かりにくい状況でした。

そこで、農林水産省は、令和元（ ）年６月に、農業・林業・漁業、その加工・販売に興味が

ある人や、これから始めたい人に向けた情報を発信するポータル サイト「あふてらす 農林漁

業はじめるサイト」を公開しました。「あふてらす」では、農林水産業との関わりがなかった皆さ

んへの一次産業の魅力の紹介のほか、農林水産業に仕事として関わりたい人のための全国各地の求

人情報や就業支援フェア等の開催情報、就業に当たっての支援制度や関連する情報、生産品の 次

産業化や付加価値の向上に挑戦するための情報を掲載するなど、農林漁業を始めるための情報を

「テラス」のように集めた サイトとなっています。

＜コラム＞「あふてらす 農林漁業はじめるサイト」を公開
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東京都出身の中
なか
森
もり
剛
つよ
志
し
さんは高校生の時に読んだ本を

きっかけに農業に強い関心を持ち、大学時代から農業関連
事業を展開してきました。東日本大震災の復興支援に関
わった際に、地方の基幹産業である農業を立て直そうと思
い就農を決意し、埼玉県内の農業法人で２年間研修に取り
組みました。
埼玉県加

か
須
ぞ
市
し
で独立した際には、データ収集や実地調査

を実施し、農地を集積しやすい地区を約1年かけて選定し
ました。このような徹底した準備に加え、青年等就農資金
を活用して設備投資を行ったことにより、初年度から水田
10haを作付けすることができ、黒字経営を実現しました。
就農４年目にあたる令和元（2019）年は経営規模を
100haまで拡大しており、４人の雇用者とともに、スマー
ト農業の導入やGAP認証・有機JASの取得に取り組んでいます。
今後は更なる規模拡大を目指し、将来的には我が国農業を牽

けん
引
いん
するメガファームを目指し

たいと語っています。

青年等就農資金等の活用で就農４年目で100ha経営に（埼玉県）事例

埼玉県

栃木県栃木県

加須市

（経営継承への取組を推進）

基幹的農業従事者の減少・高齢化が進む中、農業の持続的な発展を維持していくために

は、農地等の資産を後継者や他の農業者に円滑に引き継いでいく経営継承の取組が重要と

なっています。

このため、農林水産省は、「人・農地プラン」の実質化を通じ、農地バンクも活用しなが

ら次世代への経営ノウハウを含めた円滑な経営継承ができるよう、税理士や中小企業診断

士等の専門家による相談対応の推進を行っています。このほか、農地、農業用機械等の贈

与税・相続税の納税猶予等の各種税制特例や、後継者不在の農業者の農業用ハウスや果樹

園・茶園等の再整備・改修、畜舎の補修等担い手等に資産を引き継ぐための取組の支援等

を行うこととしています。

イ 多様な人材力

（農林水産業に新たに就業する人材のすそ野の拡大と定着の促進）

地域の農林水産業を確実に次世代に引き継ぐため、令和元（ ）年 月に決定された

農業生産基盤強化プログラムでは、中小・家族経営の経営基盤の継承のための仕組みと合

わせて、農林水産業に新たに就業する人材のすそ野の拡大と定着を促進することとされま

した。これを受けて、農林水産省では、就職氷河期世代の就業を後押しするための研修期

間に必要な資金の交付や、 歳台を対象とする研修について農業研修機関への支援等を行

うこととしています。

＜事例＞ 青年等就農資金等の活用で、就農４年目で 経営に（埼玉県）
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農地を集積しやすい地区を約１年かけて選定しました。このような

徹底した準備に加え、青年等就農資金を活用して設備投資を行った

ことにより、初年度から水田 を作付けすることができ、黒字経

営を実現しました。

就農４年目にあたる令和元（ ）年は経営規模を まで拡

大しており、４名の雇用者とともに、スマート農業の導入や 認

証・有機 の取得に取り組んでいます。

今後は更なる規模拡大を目指し、将来的には我が国農業をけん引

するメガファームを目指したいと語っています。
中森
なかもり

剛
つよ

志
し

さん

地図

×

中
なかもり
森剛

つよ し
志さん

（経営継承の取組を推進）
基幹的農業従事者の減少・高齢化が進む中、農業の持続的な発展を維持していくために
は、農地等の資産を後継者や他の農業者に円滑に引き継いでいく経営継承の取組が重要と
なっています。
このため、農林水産省は、「人・農地プラン」の実質化を通じ、農地バンクも活用しな
がら次世代への経営ノウハウを含めた円滑な経営継承ができるよう、税理士や中小企業診
断士等の専門家による相談対応を推進しています。このほか、農地、農業用機械等に係る
贈与税・相続税の納税猶予等の各種税制特例や、後継者不在の農業者の農業用ハウスや果
樹園・茶園等の再整備・改修、畜舎の補修等担い手等に資産を引き継ぐための取組の支援
等を行うこととしています。

イ　多様な人材力
（農業生産基盤強化プログラムにより人材のすそ野の拡大と定着を促進）
地域の農林水産業を確実に次世代に引き継ぐため、令和元（2019）年12月に決定され
た農業生産基盤強化プログラムでは、中小・家族経営の経営基盤の継承のための仕組みと
合わせて、農林水産業に新たに就業する人材のすそ野の拡大と定着を促進することとされ
ました。これを受けて、農林水産省では、就職氷河期世代の就業を後押しするための研修
期間に必要な資金の交付や、50歳代を対象とする研修について農業研修機関への支援等
を行うこととしています。

（企業による農業参入の促進）
農地を利用して農業経営を行う一般法人数は平成30（2018）年時点で3,286法人と
なっており、農地のリース方式による参入が自由化された平成21（2009）年以前と比較
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して、1年当たりの平均参入数は５倍の
ペースとなっています（図表2-2-13）。参
入した企業の業務形態別の割合を見ると、
農業・畜産業が27％、食品関連産業が
20％、建設業が10％、特定非営利活動が
８％となっています。

（若い世代に支えられる雇用労働）
近年、法人経営体数の増加等の結果、雇
用によって労働力の確保を進める動きが見
られるようになっています。このような常
雇い 1がいる農業経営体の割合は、平成31
（2019）年２月時点では、前年に比べ0.2
ポイント増加の5.5％となっています（図
表2-2-14）。また、常雇い全体のうち、49
歳以下の占める割合は50.7％となってお
り、雇用労働が若い世代に支えられている
ことが分かります。

ウ　外国人材の活用
（農業分野における外国人材の受入数は年々増加）
近年の深刻な人手不足を受けて、農林水産省は、これまで、生産性向上のための対策や
国内での人材確保対策に取り組んできました。しかし、農村では人口減少が全国を超える
ペースで進行しており、高齢化率も都市を上回る水準で推移しています。
一方、令和元（2019）年10月末時点での外国人の雇用状況は、農業分野では、総数が
３万5,500人となっています。このうち、３万1,900人が外国人技能実習生となっていま
す。平成27（2015）年と比べると、外国人雇用数全体は1.8倍、外国人技能実習生は1.9
倍に増加しています。このような中、外国人材を受け入れることは農業の生産基盤を維
持・強化する上で不可欠となっています。

（技能実習の適正な実施に向け農業技能実習事業協議会を設置）
外国人技能実習制度は、外国人技能実習生への技能等の移転を図り、その国の経済発展
を担う人材育成を目的とした制度であり、我が国の国際協力・国際貢献の重要な一翼を
担っています。農業分野においても、全国の農業生産現場で多くの外国人技能実習生が受
け入れられています。一方で、農業分野では、技能実習生の失踪や技能実習生への賃金未

1	 用語の解説1、２（４）を参照

	図表2-2-14	 常雇い数と全経営体数に占める常雇
いがいる経営体の割合
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資料：農林水産省「農業構造動態調査」、「農林業センサス」

	図表2-2-13	 農地を利用して農業経営を行う一般
法人数
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払いといった問題が生じています。このため、農業の実情を踏まえた技能実習の適正な実
施と技能実習生の人権保護を図るため、農業関係の業界団体と関係省庁で構成する農業技
能実習事業協議会において失踪問題への対応、不正行為等の情報共有及びその防止に向け
た対応等の協議、周知依頼等を行っています。

（新たな在留資格「特定技能」による外国人材の受入れを開始）
深刻化する人手不足に対応するため、平成31（2019）年４月に改正された出入国管理
及び難民認定法により、新たな外国人材の受入れのための在留資格である特定技能制度が
創設されました。この制度では、農業を含む14の特定産業分野が受入対象分野となって
おり、一定の専門性・技能を有し即戦力となる外国人材を受け入れることとしています。
この制度により令和２（2020）年３月末時点で、農業分野で686人の外国人材が働き
始めています。農林水産省では制度の適切な運営を図るため、受入機関、業界団体、関係
省庁で構成する農業特定技能協議会及び運営委員会を設置しています。令和元（2019）
年度末時点で、協議会を1回、運営委員会を４回開催し、農林水産省を始めとした関係省
庁、農業関係団体等の構成員とともに、本制度の状況や課題の共有、その解決に向けた意
見交換等を行っています。

エ　将来の農業者の育成
（農業分野を支える人材を育成する農業高校と農業大学校）
農業高校では、農業実習等の実践的・体験的な学習や、生徒自らが課題を発見し、解決
方法を探求するプロジェクト学習等に取り組んでいます。また、「ディスカバー農

む ら
山漁村

の宝」や「GAP普及大賞」等の様々な大会でも農業高校生が活躍しています。このよう
な生徒たちに農業を将来の職業の選択肢の一つとして考えてもらうには、在学中から農業
の楽しさや、やりがいを感じる機会を提供することが重要です。このため、地域の特産品
を利用した６次産業化の学習や、農業用ドローン操縦実習等、特色あるカリキュラムを導
入する動きもあります。
また、農業高校等の中には、先進的な卓越した取組を行う専門高校等としてスーパー・
プロフェッショナル・ハイスクールに指定され、人材育成の実践研究を行っている学校
や、「地域の協働による高等学校教育改革推進事業」の対象校として指定され、地域の産
業界等との連携・協働による実践的な職業教育を推進している学校もあります。
一方、農業経営に関する知識、生産技術の習得等、実践的な教育を行う農業大学校の卒
業生は将来の地域の中心的なリーダーとなって活躍することが期待されています。
平成30（2018）年度の卒業生1,755人のうち、卒業後すぐに就農した者は947人で、
卒業生全体の54.0％となっています（図表2-2-15）。就農の形態別に見てみると、雇用就
農の割合が自営就農に比べて大きく伸びていることが分かります。また出身別では、農家
出身の学生の就農率は横ばいが続いていますが、農家出身でない学生の就農率は法人経営
体の増加等によって農業分野の求人倍率が上昇していること等を背景に、平成23（2011）
年度から平成30（2018）年度において32.8％から46.5％に上昇しています。このよう
に、農業大学校が、農家の子弟が親元就農することを前提に学ぶ場から、雇用就農希望者
や農家出身でない者も学ぶ場へと、その役割の幅を広げてきている傾向がうかがえます。
また、農業教育の高度化のニーズに対応して、農業大学校が専門職大学へ移行する動き
もあり、令和２（2020）年４月には、農林分野で初めて、静岡県立農林環境専門職大学
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が開学されることとなりました。
さらに、直接就農せず農業関連の業種で活躍する卒業生もいるなど、農業高校や農業大
学校は、幅広く農業分野を支える人材を育成する場となっています。

	図表2-2-15	 農業大学校卒業生の就農率
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資料：全国農業大学校協議会の資料を基に農林水産省作成
注：就農者には、一度、他の仕事に就いた後に就農した者は含まない。
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別
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農業高等学校は、我が国の水田作付けの北限

である北海道遠
えん
別
べつ
町
ちょう
にある、生徒数64人の日本最北端の

農業高校です。同校では、「遠農」のブランド化の一環と
して、国産自給率の低いサフォーク種の羊に校内で栽培し
たもち米のくず米を飼料として与え、「もち米ラム」とし
て飼育・加工・販売しています。その加工品は、ふるさと
納税返礼品として取り扱われているほか、Webサイトで
も販売されています。
このような取組の結果、同校の産品が町や学校の評判を
呼び、道外からの生徒数の増加につながっています。また、
ふるさと納税の寄付金が校内のICT＊の整備やドローンの
導入という形で教育現場に還元されていることも評価され、
株式会社トラストバンクが主催する「2019年ふるさとチョ
イスアワード」では「未来を支える部門」の大賞を受賞しました。
さらに、令和元（2019）年５月には、地元の農業者・農協・町役場と高校が一体となり、
地域課題の収集、学校での実践、地域への還元を目指した「遠別農業高校　農業教育推進連
絡協議会」を設立しました。現在は、同校のASIAGAP認証取得の経験を活かして近隣農
家へ普及活動を行っています。
このような同校の取組は、農山漁村の有するポテンシャルを引き出し、地域の活性化、所
得向上に寄与するものとして、同校は第６回「ディスカバー農

む ら
山漁村の宝」において、準グ

ランプリを受賞しました。
＊用語の解説3（2）を参照

北海道

遠別町

北海道遠
えん
別
べつ
農業高等学校の生徒

遠農物語（北海道）事例
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（農業経営力や指導力の強化のための研修を各地で展開）
就農後は、生産に関わる技術はもとより、マネジメント力や課題解決力等、経営に関す
る能力が必要となります。平成29（2017）年に農林水産省が行った49歳以下の農業経
営者へのアンケート 1でも、農業経営で大切なこととして、経営分析能力を挙げた回答が
最も多くなりました。
こうした中、地域の農業者が経営に関する能力を向上させる場として、農業大学校等が
運営主体となった、農業経営塾が展開されています。ここでは、マーケティングや組織経
営等に関する座学や演習等が実施されており、令和元（2019）年度は41都道府県で開講
されました。
また、農林水産省では、地域農業のリーダーとなる人材の層を厚くするため、意欲の高
い農業大学校の学生等を対象とした高度な農業経営等に関する研修や、農業大学校の教員
等の地域の農業経営者育成教育を担う指導者等を対象とした、指導力を高めるための研修
について支援をしています。

（３）女性農業者の活躍

特集２参照

（４）農業金融

（農業向けの新規貸付は近年増加傾向）
農業は、天候等により減収や品質低下の影響を受けやすい、収益性が低く投資回収まで
の期間が長い、融資を受ける際に供する物的担保が農地等の特殊なものにならざるを得な
いなど、他産業には見られない特性があります。このため、農業向けの融資においては、
農協、信用農業協同組合連合会、農林中央金庫（以下「農協系統金融機関」という。）と
地方銀行等の一般金融機関が短期の運転資金や中期の施設資金を中心に、公庫がこれらを
補完する形で長期・大型の施設資金を中心に、農業者への資金供給の役割を担っていま
す。
近年、農業経営の規模拡大や人手不足等を背景として、省力設備の導入等の資金需要の
高まりが続いており、農業向けの新規貸付額が増加傾向となっています（図表2-2-16）。
農業向けの新規貸付額の伸びを見ると、一般金融機関は５年間で1.6倍、農協系統金融機
関は３年間 2で1.5倍、公庫は５年間で1.8倍に増加しています。

1	 農林水産省「若手農業者向けアンケート調査」
2	 農協系統金融機関においては、農業向けの新規貸付額を平成 27（2015）年度から調査している。
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	図表2-2-16	 農業向けの新規貸付額
（一般金融機関（設備資金）） （農協系統金融機関） （公庫）
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資料：日本銀行「貸出先別貸出金」、農林中央金庫調べ、株式会社日本政策金融公庫「業務統計年報」を基に農林水産省作成
注：１）一般金融機関（設備資金）は国内銀行（３勘定合算）と信用金庫の農業・林業向けの新規設備資金の合計

２）農協系統金融機関は、新規貸付額のうち長期の貸付のみを計上したもの
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（一般金融機関と公庫との協調融資が増加）
農業者による農地の集積・集約化、経営の規模拡大を目的とした設備投資等に対応して
いくため、一般金融機関と公庫が連携し、協調融資を積極的に行っています。公庫は、一
般金融機関との間で情報交換を行うとともに、農業融資についてのノウハウの提供を行う
ことで、安定した資金供給を実現しています。平成30（2018）年度の一般金融機関と公
庫との協調融資の実績は、前年度に比べ36.8％（665億円）増加の2,473億円となりま
した 1。

（５）経営所得安定対策

（担い手に対する経営所得安定対策を実施）
経営所得安定対策は、米、麦、大豆等の重要な農産物を生産する農業の担い手（認定農
業者、集落営農、認定新規就農者）に対し、経営の安定に資するよう、諸外国との生産条
件の格差から生ずる不利を補正するための交付金（以下「ゲタ対策 2」という。）や農業収
入の減少が経営に及ぼす影響を緩和するための交付金（以下「ナラシ対策 3」という。）を
交付するものです（図表2-2-17）。
令和元（2019）年度の加入申請状況を見ると、ゲタ対策は対象とならない作物への転
換等により、加入申請件数が前年度に比べ1千件減少の４万３千件、作付計画面積は前年
度に比べ７千ha減少の49万４千haとなりました。また、ナラシ対策は収入保険への移
行等により、加入申請件数が前年度に比べ1万３千件減少の８万８千件、申請面積は前年
度に比べ11万８千ha減少の88万３千haとなりました。

1	 株式会社日本政策金融公庫調べ
2	 対象作物は、麦、大豆、てんさい、でん粉原料用ばれいしょ、そば、なたね
3	 対象作物は、米、麦、大豆、てんさい、でん粉原料用ばれいしょ
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	図表2-2-17	 経営所得安定対策の仕組み
（ゲタ対策） （ナラシ対策）

数量払

面積払
収量

交
付
金

標準的収入

当年産収入

補てん金

最近５年のうち、
最高・最低を除く
３年の平均収入
（５中３）

〔都道府県等地域単位で算定〕

収入減少
品目ごとの収入
差額を合算相殺

「農業者１：国３」の割合で拠出

収入減の
９割まで
補てん

数量払：生産量と品質に応じて交付
面積払：当年産の作付面積に応じて、数量払の先払いとして交付

＜数量払と面積払との関係＞

資料：農林水産省作成

（６）収入保険の実施

（収入保険の普及促進・利用拡大が課題）
農業は自然環境からの影響を受けて作柄が変動しやすいため、従来から、法律に基づい
て、自然災害等による被害の程度を外見で確認できる品目を対象として、収量減少等を補
償する農業共済が措置されています。
これに加えて、農業者の自由な経営判断に基づき、収益性の高い作物の導入や新たな販
路の開拓にチャレンジする取組等に対する総合的なセーフティネットとして、品目の枠に
とらわれず、自然災害だけでなく価格低下等、様々なリスクによる収入の減少を補償する
収入保険が平成31（2019）年1月から始まりました。この収入保険は、青色申告を行っ
ている農業者を対象に、保険期間の農産物の販売収入が基準収入の９割を下回った場合
に、下回った額の９割を補てんするものです（図表2-2-18）。
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	図表2-2-18	 収入保険の概要

＜収入保険の対象となるリスク例＞

・保険料の掛金率は１％程度で、基準収入の８割以上の収入を補償

・米、畑作物、野菜、果樹、花、たばこ、茶、しいたけ、はちみつなど、原則として全ての農産物を対象に、自然災害だ
  けでなく、価格低下など農業経営上のリスクを幅広く補償

＜収入保険の概要＞

けがや病気で
収穫ができない

輸出したが為替変動
で大損した

自然災害や鳥獣害など
で収量が下がった

倉庫が浸水して
売り物にならない

（注）保険料・積立金は分割支払も可
（最終の納付期限は保険期間の８月末）

資料：農林水産省作成

保険金・特約補て
ん金の請求・支払
保険金・特約補て
ん金の請求・支払加入申請加入申請

保険料・積立
金・事務費

（付加保険料）
の納付

保険料・積立
金・事務費

（付加保険料）
の納付

保険期間保険期間

12月末まで

2019年2019年 2020年2020年 2021年2021年

１月～ 12月
（税の収入の算定期間） 確定申告後（３～６月）

＜収入保険の加入・支払等のスケジュール＞
・保険期間が2020年１月～ 12月の場合のイメージ
・保険期間は税の収入の算定期間と同じ。法人の保険期間は、事業年度の１年間。事業年度の開始月によって、スケジュール
　が変動 

100％
収
入
減
少

収
入
減
少

自己責任部分

保険期間
の収入

保険期間
の収入

保険方式保険方式
で補てんで補てん

積立方式積立方式
で補てんで補てん

基準収入は、過去５年間の平均収入（５中５）を基本
に規模拡大など、保険期間の営農計画も考慮して設定

基準収入基準収入

支払率（９割を上限として選択）

90％（保険方式＋積立方式の補償限度額の上限）

80％（保険方式の補償限度額の上限）

＜収入保険の補てん方式＞ （注）５年以上の青色申告実績がある者

市場価格が下がった

取引先が倒産した

災害で作付不能に
なった

盗難や運搬中の事故
にあった

（注）令和２年１月からは、補
償の下限を選択すること
で、最大４割安い保険料
で加入できるタイプを新
たに創設（基準収入の７
割を補償の下限として選
択した場合、保険料が４
割引）

（注）保険期間中に災害等により資金
が必要な場合は、つなぎ融資

（無利子）

初年である令和元（2019）年の収入保険の加入実績は２万３千経営体となりました。
これは、実施主体である全国農業共済組合連合会が、令和４（2022）年度を見据えて早
期に達成すべき加入推進目標として設定した10万経営体の23％となっています。都道府
県別の加入状況を見ると、果樹の生産が多い愛媛県（70％）、青森県（63％）等におい
て、加入推進目標に対する割合が高くなっています（図表2-2-19）。品目別の加入状況を
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見ると、米（1万５千件）に続いて、野菜（1万1千件）、果樹（７千件）が多くなって
います（図表2-2-20）。農業共済、ナラシ対策、野菜価格安定制度等の類似制度の加入者
の収入保険への移行割合を見ると、果樹共済は全加入件数の９％、ナラシ対策は同８％と
比較的高く、野菜価格安定制度は全加入件数の３％と低くなっています（図表2-2-21）。

	図表2-2-19	 令和元（2019）年の収入保険の都道府県別の加入実績
（単位：件数、％）

都道府県 加入推進 
目標

加入 
件数 割合 都道府県 加入推進 

目標
加入 
件数 割合 都道府県 加入推進 

目標
加入 
件数 割合

北海道 6,440 1,369 21% 石川県 1,110 279 25% 岡山県 2,237 267 12%
青森県 2,580 1,628 63% 福井県 1,200 481 40% 広島県 2,000 248 12%
岩手県 2,930 819 28% 山梨県 1,810 268 15% 山口県 1,820 328 18%
宮城県 2,579 583 23% 長野県 4,500 509 11% 徳島県 860 175 20%
秋田県 1,706 873 51% 岐阜県 1,450 227 16% 香川県 1,150 469 41%
山形県 2,500 711 28% 静岡県 3,500 554 16% 愛媛県 2,000 1,408 70%
福島県 3,000 792 26% 愛知県 4,500 303 ７% 高知県 960 426 44%
茨城県 2,540 570 22% 三重県 1,800 322 18% 福岡県 3,030 693 23%
栃木県 2,860 933 33% 滋賀県 1,250 247 20% 佐賀県 1,710 443 26%
群馬県 2,400 279 12% 京都府 1,300 135 10% 長崎県 1,130 394 35%
埼玉県 3,100 218 ７% 大阪府 1,200 21 ２% 熊本県 3,540 908 26%
千葉県 4,550 79 ２% 兵庫県 2,150 173 ８% 大分県 1,700 826 49%
東京都 2,050 84 ４% 奈良県 850 69 ８% 宮崎県 2,130 750 35%
神奈川県 2,816 59 ２% 和歌山県 2,300 361 16% 鹿児島県 2,100 524 25%
新潟県 3,050 519 17% 鳥取県 2,000 686 34% 沖縄県 740 170 23%
富山県 1,070 108 10% 島根県 910 524 58% 計 100,000 22,812 23%

資料：農林水産省作成
注：加入推進目標は、令和４（2022）年度を見据えて早期に達成すべき目標として、平成30（2018）年６月に全国農業共済組合連合会が

設定

	図表2-2-20	 令和元（2019）年の収入保険の品目別の加入件数
（単位：件数）

米 麦類 豆類 野菜 果樹 花き その他
14,634 3,049 3,110 10,637 6,923 1,277 4,989

資料：農林水産省作成

	図表2-2-21	 令和元（2019）年の収入保険の主な類似制度からの移行件数
（単位：件数）

類似制度 移行件数 類似制度 
加入件数 移行割合

果樹共済 4,442 4.8万 ９%
ナラシ対策（米、麦、大豆等） 8,096 10.1万 ８%

畑作物共済 2,825 ５万 ６%
野菜価格安定制度 4,475 17万 ３%

資料：農林水産省作成

初年は、掛金の負担感等から様子見の農業者も多く、また、収入保険の仕組みの周知が
不十分といった声もありました。このため、令和２（2020）年の収入保険からは農業者
の意向を踏まえ、補償の下限を選択することにより、保険料が最大４割安くなるタイプを
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新たに設けました 1。引き続き、農業者の声を聞きながら、制度改善できるものは、随時実
施していくこととしています。また、今後は地域において、農業共済組合を始め、行政、
農協、農業法人協会等の関係団体等が連携して推進体制を構築し、これまでアプローチが
不十分だった野菜生産者等、幅広い農業者に対する加入促進に取り組んでいくこととして
います。
さらに、農業経営の着実な発展を図るためには、自らの経営を客観的に把握し経営管理
を行うことが重要なことから、収入保険の普及と併せて、農業者による青色申告の推進に
も取り組んでいくこととしています（図表2-2-22）。

	図表2-2-22	 農業所得者の青色申告者数の推移
（単位：万人）

平成23年
（2011）

24
（2012）

25
（2013）

26
（2014）

27
（2015）

28
（2016）

29
（2017）

30
（2018）

42.0 42.2 42.4 43.0 44.0 44.5 44.9 46.0

資料：農林水産省作成

北海道芽
め
室
むろ
町
ちょう
の黒

くろ
田
だ
栄
よし
継
つぐ
さんは、小麦７ha、ばれいしょ

５ha、ながいも3.8ha、スイートコーン３ha、ユリネ２
ha、ワイン用ぶどう0.7haを栽培しています。
ながいも等の野菜の市場価格の変動にリスクを感じ、契
約栽培を増やして経営の安定を図っていますが、万全では
ないので、価格低下等による収入減少も補償対象となる収
入保険に加入しています。
収入保険の保険料は、被害がなければ年々下がっていき、
努力の成果が反映されるので頑張りがいがあるとのことで
す。
また、加入申請の際は、過去の青色申告実績を整理する
ことによって、自分の経営を改めて把握する良い機会に
なったとしています。
黒田さんは、「品目ごとの収入の増減が相殺されるので
はという考え方もありますが、自分の経営に必要な保険と考えれば、自分の収入全体を見て
くれる収入保険は魅力的ですね。来年も継続加入するつもりです。」と語っています。

収入保険加入者の声（北海道）事例

北海道

芽室町

黒田栄継さん

1	 基準収入の７割を補償の下限として選択した場合、保険料が４割引
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山形県鶴
つる
岡
おか
市
し
の佐

さ
藤
とう
吉
よし
紀
のり
さんは、水稲９ha、大豆４ha

を栽培しています。
農業共済組合の広報紙や新聞等で、収入保険が始まるこ
とは知っており、個人の収入を補償する保険ということで
興味を持っていたところ、地区の青色申告連合会の会議で、
農業共済組合に詳しく説明してもらったのが加入のきっか
けでした。
佐藤さんは、「水稲主体の経営のため、収入保険に加入
するメリットがあるのかとも思いましたが、ナラシ対策は
県平均を基準にしているので、自分が悪くても発動すると
は限りません。そう考えると、自分の収入を基準に補償さ
れる点で、収入保険は魅力的でした。」と語っています。
また、「近所に野菜や花を生産している若い農家がいて、
収入保険は大きな安心につながると思い、彼らにも勧めて
一緒に加入しました。今後、規模拡大等を考えている農家には、補償範囲の広い良い保険だ
と思います。」とも語っています。

収入保険加入者の声（山形県）事例

福島県

宮城県

秋田県

山形県

新
潟
県

鶴岡市

佐藤吉紀さん

鳥取県大
だい
山
せん
町
ちょう
の高

たか
見
み
達
たつ
雄
お
さんは、ブロッコリー６ha（初

夏1.5ha、秋冬4.5ha）、スイートコーン10aを栽培して
います。
高見さんは、「ブロッコリーは根が短いため、長雨等で
水に浸かってしまうと、根が枯れてしまい商品になりませ
ん。これまでブロッコリーには自然災害等で出荷できない
場合の補償がありませんでした。近年は被害の大きな自然
災害が多く、台風被害も鳥取県では風より雨被害が目立つ
ようになってきたので、自然災害による減収も対象となる
収入保険の存在は大きいですね。」と語っています。
また、収入保険の加入対象要件となる青色申告は７年前
に始めており、青色申告をすることで、自分の経営を分析
して今後の経営に活かせるのでおすすめとのことです。

収入保険加入者の声（鳥取県）事例

広
島
県

島
根
県

鳥取県

兵
庫
県岡山県

大山町

高見達雄さん
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